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プの継承 ・発展にすえ,英 国の当該制度の歴史 ・現状 ・課題を検討する。




き継いだ河川利用ライセンス ・システムに着目する。釣 り人,取 水業者,排 水業者
ヘライセンスを発行 して各々の収入を漁場保全,水 源対策,汚 染対策に拘束する収
支構造を分析 し,不 足分の政府交付金への依存を明 らかにする。また釣 りライセン
スの収支を分析 し,雑 魚釣 りのサケ ・マス釣 りに対する優勢下での後者への過剰な
交付金補助を問題点とみなす。
さらに,1998年 発足の現行制度に関する検討委員会の見直 し案と2001年 の政府





策的含意として,英 国のナショナル ・トラス トをモデルとした,漁 場 と魚類資源の
保全を目指す全国規模の民間支援組織の必要性を示唆する。
キー ワ ー ド:内 水 面 漁業 ・遊 漁,漁 場 ・魚 類 資 源 の 保 全,ス チ ュ ワー ドシ ップ,釣
りラ イ セ ンス,コ モ ンズ の 共 同 利 用 主 体,ナ シ ョナ ル ・ トラス ト
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による漁労 と釣果を家庭に持ち帰 り食卓に供する自給的な釣 りとを部分的に
含む形態が一般的である。
近年 これら漁業 ・遊漁の現状に,欧 州内水面漁業諮問委員会や国際食糧農
業機関などが関心を示 し,研 究成果が徐々に蓄積されている。その背景 とし
て,ま ず,東 欧での魚類資源枯渇への危惧が挙げられる。 ソビエ ト体制から
解放され,そ れまでの国公有 による強固な内水面支配が緩和された。国家の
締めつけが軽減 されて,レ ジャーとしての釣 りが盛んになった。またそれと
共に,自 給自足 という形で,東 欧の人々は淡水魚をより多く食するようになっ
たと言われている。その結果,魚 類資源の危機回避が課題となり,比 較制度
研究(先 進国事例研究)に よって,魚 類資源と漁場の管理のあるべき制度が
模索されている。 これが第1点 として挙げられる。
第2点 は,近 年,欧 州の先進諸国で,動 物の権利や福祉(animalrights
andwelfare)の 擁護運動が活発なことが挙げられる。これには捕鯨禁止の
訴えか ら鶏の舎飼いの禁止を要求す るものまで広が りがある。「野生動物に
は生存する権利および豊かに生きる権利がある」という思想や 「家畜は健康
に十分配慮されて育てられるべきである」 という主張の普及が目指されてい
る。 こうした環境倫理に基づき,「釣 りは魚類に対 して虐待的ではないか」,
あるいは 「魚を騙 して釣ることには問題がある」 とみなす観点に立って,釣
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り人や釣 り人団体を非難 し,自 粛や禁止を求める運動が展開されている。こ
のような傾向に対 して,漁 業者 ・遊漁者側,そ して漁業 ・遊漁制度の構築 ・
運営に関与 している各国の所管官庁が,強 い危機感を抱 くようになった。そ
こで,内 水面の漁業 ・遊漁の克服すべき環境倫理上の課題を明らかにするた
めにも,比 較制度研究の推進が求められた。




場からの一般河川への魚類の逃亡に原因があるとされた。そ して,こ れ らに




(2005年7月)か ら第5回(2006年3月)ま での報告 と討論の記録をふまえ
ている(2)。特に,第6回 研究会(2006年7月)が 「釣 りライセ ンス制度」
をテーマに設定 され,筆 者が報告を分担 したことから,本 稿はその報告原稿
に加筆訂正を加えたものとなっている。
周知のように英国は,漁 業者と遊漁者にライセンスの取得と携行を義務づ
けてお り,所 管官庁(環 境庁)が 徴収するライセンス料は,原 則として,河
川湖沼の魚類資源 と漁場を守 ることに支出されている。当該システムは,制
定以来,密 漁防止機能を果たすことを主目的としているが,魚 類の生息環境
の保全 も近年ますます重視 されている。そのため本稿では,ラ イセンス ・シ
ステムにおける密漁防止機能を主たる分析対象とは しない。食料調達目的の




る。それは,環 境庁が釣 り雑誌やインターネットを介 して,水 域の保全に関




別の言 い方をすると,漁 業者 と遊漁者のスチュワー ドシップ③を当該 シス
テムが醸成 し鼓舞 している側面に本稿は注目する。国民一般から信託された
自然的資源に対する政府の本源的な管理責任が,こ のシステムよって,漁 業
者 ・遊漁者 自身にも分与される。また同時に,政 府は彼 らに魚類資源 と漁場
の管理業務について厳 しい説明責任を負うことになる。
以下では,こ うしたライセンス・システムを中心とする英国の漁業 ・遊漁
制度とその魚類資源と漁場の保全機能の現状を明 らかにし,ま た,い かなる
方向に当該制度は進化 しつつあるかを明らかにする。そして,こ の制度の積
極的側面を評価 し,環 境経済学にとっての理論的示唆 とわが国現行制度の改
革にとっての政策的な示唆をそこから読み取ること,こ れが本稿の目的であ
る。
1-3分 析視点 としてのスチ ュワー ドシ ップ
わが国では土地に付帯する内水面は原則 として公有であり,そ れを土地に
帰属 させて所有 ・管理することは,い かなる民間団体であって もできない。
しかし英国においては,河 川湖沼は一般に土地に帰属 させ られ,私 的に所有
され管理されている。私有地内の河川湖沼で管理釣 り場(釣 り堀)を 個人あ
るいは法人が経営する場合,経 済的な持続可能性にとって,魚 類資源 と漁場
を生態学的に持続可能な水準に維持するためには,遊 漁者への賦課金を財源
とする生態系管理 と強いスチュワー ドシップに基づいた厳 しい釣 りマナーの
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強制が必要不可欠 になる。また,こ うした私的漁場を借 り受ける地域的 ・職
域的な釣りクラブも,そ の存続条件としてメンバーに会費の納入とスチュワー
ドシップの発揮を要求 し,環 境管理と釣 りマナーを相互に強制する。さらに
英国では,例 外的に,河 川湖沼が伝統的なコモンズ(入 会地)に 付帯する場
合,オ ープン・スペース(オ ープン・アクセス)と される場合が多い。 しか
し,そ こで も環境庁発行のロッド(釣 り竿)・ ライセ ンスの携行が義務づけ
られ,最 低限のスチュワー ドシップが遊漁者に要求される。
なお刮目すべきは,英 国では環境保全を要する河川湖沼 ・海岸線が,た と
え国土全体の数パーセントの面積であって もナショナル ・トラス トという自
然保護団体に土地 ごと所有 され管理 されている点であるω。 この極めて英国
的な自然保護の組織は,地 域住民に開かれた伝統的なコモンズと自主的に設
定する新たな環境保全対象地 とを,国 民のみならず万民に開かれたコモンズ
として維持 ・再生する使命を帯びており,い わばスチュワー ドシップの結晶
体 とみなせる。 また同時に,管 理下の土地に付帯する水面を遊漁者に有料で
開放 しつつ,魚 類資源と漁場のより良い保全方法を模索 し,上 記の管理釣 り
場経営者や釣 りクラブに対 して,遊 漁者に強制すべき最善の釣 りマナーのモ
デルを提供 している(NationalTrust,2065)。 ナショナル ・トラス トのこ
うした特徴に着 目することで,本 稿の文末でわが国の制度改革を展望する際
に,流 域の内水面漁業協同組合(以 下,内 水面漁協あるいは漁協と略す)が
魚類資源 と漁場の保全を担う現行制度に対 し,そ れを側面から補完する民間
組織の設立を,実 践的な改善策として提案 したい。
数年前に行 った国内調査 において,各 地の内水面漁協が極めて重要な責務
を担っていることを筆者は改めて認識 した。組合活動全般にかかわる 「業務
報告書」を毎年作成 して利害関係者に公表 し,無 償労勧化 している漁場管理
業務を高齢化 した組合員が担い,魚 類資源の増殖義務を主に稚魚 ・幼魚の人
工放流によって果たしている。特に着 目すべきは,魚 類資源 ・漁場の保全責
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任者 として,汚 染者(企 業)と 「公害防止協定」を締結 している点である。
また場合によっては 「汚染防止条例」の制定を促 し,地 域の独自性に即 した
より厳格な排水基準を汚染者に課 している場合 も多い。ここには,英 国の漁
場所有 ・管理者や漁業 ・遊漁者 と同様のスチュワー ドシップが,わ が国にお
いても脈々と継承され発揮されていることが指摘できる。
本稿で採用 している分析上の視点 とは,端 的に言えば,以 上のように英国
のみな らずわが国においても魚類資源 ・漁場の保全にとって必要不可欠なス
チュワー ドシップの制度的な醸成 と継承を重視するものである。
2.英 国の内水面漁業 ・遊漁制度の形成 と展開
ここで言 う英 国 とはイ ングラ ン ドとウェール ズ(行 政的 な管轄 が違 うため
スコ ッ トラ ン ドと北アイルラ ン ドを除 く)で あ り,そ こで の内水面漁業 ・遊
漁 は概略,次 のよ うに特徴づけ られ る。
比較 的平坦 な島国の英国では,サ ケ ・マス類 とウナギが遡上 し,伝 統 的に
食用 とされて きた。 またわが国 と異な りアユ の遡上 はな く,そ れ以 外は,わ
が国に生 息 していな い魚食魚のバイ ク(カ ワカマス)と パ ーチ(ス ズキ科の
淡水魚)を 除 いて,わ が国 とほぼ同一 あるいは類似 の淡水 魚(フ ナ類や コイ
類 な ど)が 生息 して いる。 しか し現在,こ れ らはほ とん ど食用 とされていな
い。 サケ ・マス類 はお もに中 ・北部 イングラン ドおよびウ ェール ズの一部 で,
一方 では上層階層 によ りレジ ャーあるいは 自家 消費 を 目的 と して釣 られて い
る。 この ような釣 りを,英 国で は 「ゲーム ・フ ィッシング」 と呼んで いる。
「ゲーム」 とは狩猟 を意 味 し,狩 猟 とサ ケ ・マ ス釣 りは 「貴族 のた しなみ」
と して継承 されてきた。他方で サケ ・マスは,専 門業者(河 川の岸辺 の土地
所有者 ・利用権保持者 と両者 か ら許可 された釣 り人)に よ り,販 売用 に釣 ら
れ,あ るいは網 で捕獲 されている(ウ ナギ も専門業者 によ り販売 目的で捕獲
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ゆ
くo参 考 文 献;MinistryofAgriculture
,FisheriesandFoodandtheNationalAssemblyofWales(2000),SalmonandFreshwaterFisheriesReview,Ministryof
Agriculture,Fisheriesα η4FoodandTheNationalAssemblyofWales
年 立法 および関連事 項 立 法および関連事項 の特 徴 漁業 。遊漁規制の内容 および変更点
1215 マ グナ ・カル タ,サ ケ 漁 に 関 して言 及
1272一 エ ドワー ド一世の時代以降,サ ケ関連法 *サ ケ漁 に関す る規制 に言及 *サ ケの禁漁期間 を設定 し,ヤ ナ等 の堰 の形 態や
1307の継承が議会 を通過 設置への規制 および網の利用 の規制 を含 む
1860 王立委員会 による漁業調査 *全 問題 点の精査 と報 告
1861 当 該 調 査 に よ る サ ケ漁 業 法(1861,1865,*旧 制度 の廃止 と近代 的サケ漁業法 とそ *地 方当局 による漁法規制,条 例制定権 限を持 つ
1873)の 制 定 れに見合 う執行組織 の創出 地方保全協議会 の設置,お よび当該協議会委 員
選挙権の ライセ ンス保持者 への付与
1878 サケ漁業法改正 *法 体系 をマスとイ ワナの生 息水域 に適
用可能 な ものに拡充
1884 サケ漁業法改正 *法 体系 を他 の淡水 魚類の生 息水域 に適
用可能 な ものに拡充
1886 サケお よび淡水漁業法の制定 *権 限 と責 任を内務省 か ら商務 省へ移管
1903 サケお よび淡水漁業法の改正 *権 限 と責 任を商務省 か ら農 漁業省へ移 *保 全協議会が淡水漁業 にライセンス料 を訳 す権
管 限を与え られて いないという制度上 の欠 陥はこ
の時点まで継続 している
1907 サケお よび淡水漁業法 の改正 *現 行(1975年)法 の基 本構造 と主 要*以 上の欠陥が克服 され る
な要素 が固まる
1923 サケお よび淡水漁業法 の改正 *全 法体 系が整理統合 され,現 行のよ う *特 定漁業への網の ライセ ンス制度が導入 される
にライセ ンス収入 が主 たる財源 となる ものの資源の搾取水準 は低減 しなか った基本構造を保持
1948 河川協議会が32箇 所に設 置 され る *漁 業,灌 概,汚 染 防止 に責 任を持 ち,*河 川協議会 にはその地域の地方 当局へ の地方 税
全 河川 システムを対 象とする組織 とな 徴 収 命 令(precept)に よ り費 用 を ま か な う 権
る 限が与え られたが,ラ イセ ンス収入 は重要 な収
入源であ り続 けた(汚 染防止が漁業関連 活動 と
見な されな くな る)
1957 法体系 を見直す委員会立 ち上 げ られる
1961 当該委員会 の報告書 が作成 される
1965 河川協議会 が河川管理局 に代位 される *漁 業 行政にほ とん ど影 響な し
1974 河川管理局 が地域水域管理局(多 機能) *三 つ の 新 機 軸 の導 入(右 項(1)～(3)参 照)(1サ ケお よび淡水漁業 を維持,改 善,発 展 させ
に代位 され る *管 理 局支出をライセ ンス収 入 と全取水 る義務が付与 され る
料 支払者 に課す環 境サ ー ビス料(en一 (2)諮 問委員会の設置が要請 される
vironmentalservicecharge:)で ま (31統 合流域管理(取 水,給 水,汚 水処理)の 責
かな う制度になる 任が付与 され る
1975 現行 サケおよび淡水漁業法(1975)制 定(詳細 は次表 を参照) (詳細 は次表 を参照)
1989 地域水域管理局が 国家河川 管理局 に代位 *環 境 サ ー ビ ス 料 が 交 付 金(grant-in一*諮 問委員会の存続 と当該局 による地域漁業諮 問
され る aid)に 置 き換 わ る 委員会の設置
1995 国家河川管理局が環境庁 に代位 される *上 記 の構造に実質 的変更はない




されている)。他の魚種を対象とする釣 りは 「コース ・フィッシング(雑 魚
釣 り)」 と呼ばれ,フ ナ ・コイ類 バイクやパーチなどを対象とする。イ ン
グランド中 ・南部で主に中下層市民によりレジャーとして,再 放流(キ ャッ
チ&リ リース)を 原則として普及 している』
前頁の表1に 英国の内水面漁業 ・遊漁制度の形成と展開過程について要約
している。表から以下の諸論点を読み取ることができる。
第1点 は,漁 業法制の展開についてである。1215年 の 「マグナ ・カルタ」
にはサケ漁に関する若干の決まり事が書いてあったとされるが,実 質的な始
点は,1861年 の 「サケ漁業法」の制定である。同法は,1878年 に改正 され
てマスとイワナを規制対象に含み,1886年 には 「サケおよび淡水漁業法」
に改正されて,他 の淡水魚にまで規制の範囲を広げている。以降,改 正を何
度か行い,現 在は1975年 に改正された 「サケおよび淡水漁業法」が施行 さ
れている。
第2点 は,所 管官庁の度々の変更である。以上のように何度かの改正を繰
り返 しながら,旧 内務省から旧商務省へ,さ らには旧農漁業省,あ るいは旧
河川協議会,旧 河川管理局,旧 地域水域管理局,旧 国家河川管理局 というよ
うに,所 管官庁が河川行政に特化された団体へと変わっている。1995年 か
らは環境庁に管轄が移 り,環 境庁 自体が所属する環境運輸地方省は,2001
年に環境食料地域社会省へと名称を変更 している。なお環境食料地域社会省
はわが国の農林水産省と環境省を併せたものに相当す る。
第3点 は,漁 業 ・遊漁ライセ ンス ・システムについてである。地域ごとの
ライセ ンス ・システムの正確な導入時期は不明だが,1923年 に現在のシス
テム(密 漁防止による魚類資源 ・漁場保護 とその財源確保が 目的)が 確立し,
1948年 には汚染防止 の行政責任が所管の旧河川協議会 に付与 された。二つ
の世界大戦を経て,工 業化の進展に伴い水質汚染が進行 したことによる。そ






・在来の魚類,貝 類,サ ケに競合 ・排
除的で,捕 食お よび生息域穀潰的 な
外来の魚種お よび魚卵の輸入禁止命
令について規定
・生 魚(含 ザ リガニ)保 持 禁止 命令
(1996)お よび特定生 魚保持 お よび
放流禁止命令(1998)の 発動を規定
野生生物お よび田園地域法(1981)
・通常英国 に生息 しな いあるい は来訪
しない野生生物お よび本法別表 にあ
げたザ ンダー,ナ マ ズ,特 定ザ リガ
ニを含む既 に定着 して いる非在来種




・ス コッ トラン ドのサ ケ行政 に関連 ・
売買 ライセ ンス制 は示唆的で あ り,
以下 も示唆的であ る
1疑 わ しい状況下の取 引を違法化
2固 定捕獲装置の利用 を法的 に明
確化
3英 国北東海域 と東 スコ ットラ ン




第一部 特定の漁獲方 法 ・殺生方法 な どについて
の禁止
・適用 対象はサケ,マ スおよび淡水魚・幼 魚,抱 卵魚の故意 の漁獲 を違 法化
・全水 域でのサケおよび遡上性 マス類の網 漁の
制 限
・魚類 ,産 卵場所,卵 および餌類 への汚染行為
を違 法化
・爆発 物,毒 物,火 器を含む特定 漁法の禁止
第二部 魚道妨害物 への制限
・無許 可の漁獲用 の固定装置,堰,ダ ムの禁止
・魚道 ,格 子状 の遮 断装置,可 動 式水路によ る
妨害 の緩和
・妨害 物の上流下 流でのサケ ・マス類の漁獲制
限
第三部 漁期,販 売および輸出の制 限
b禁 漁期間,禁 漁時間の制定
・特 定期間に英 国で漁獲されたサケ ・マスの販
売 と輸 出を違 法化(ニ ジマスを例外 とす る)
第四部 漁業 ・遊 漁ライセ ンス ・システム
・統一 ライセ ンス ・システムによるサケ ・マス,
淡水 魚,ウ ナギ漁業 ・遊漁 の規制
・ライセ ンス未取 得の違 法化
・サケ ・マスの釣 竿以外での漁獲 ライセ ンスの
数量 規制
第五部 運用および施行
・環境 庁の文書 での同意 を欠 く魚類 ・魚卵の内
水面 への移殖 禁止




・国家河川管理局 の機能 を環境庁 に移管
・サ ケおよび淡水漁業 に関する研究 を環境庁
に委嘱
・環境庁 の漁業 に関す る責務 の範 囲を明示
・地方 および地域漁業諮 問委員会 の設 置を規
定
・大臣 に環境庁 の漁業 関連 活動 に交 付金の拠
出権限 を付与
・漁業法違反へ の確 固と した罰則 の導 入
・養魚場 の取水排水 口への魚類 の移動 規制格
子の導入 などの条項整備
・水資源法(1991)を 改正 し海洋 と水域の環
境(自 然美,水 域 アメニテ ィ,動 植物)
を規制す る細則 を制定
・魚道,魚 類移動規制格子,有 毒物 利用の許
可権限 を大 臣か ら環境庁 に移管
・以下の促進 が責務 であると表 明する こと
ω 自然美 の保全 と向上,内 水面 ・沿岸域
と付帯す る土地 の保全 と向上
〔2》水環境 に依存す る動植物 の保全 と向.ヒ
⑧ こう した水域 と付帯 する土地 の リク リ
エ ーシ ョン利用 の確保 と向上
・持続可能 な発展へ の貢献 を主務 とす るこ と
・以下 を環境庁 の機能 に関連す る要請 として
大 臣と環境庁 の義務 とすること
(1)考 古学,建 築学,工 学 および歴 史的に
重要 な建物,敷 地,物 財 の保全
② 田園地域 および都市での美 とアメニティ,
動植物,地 形,建 物,敷 地,物 財の保全
(3)地 域社会 の経済 的社会 的福祉 への配慮
・大 臣および環境庁 の責務 と して,そ の機能
に関連す る汚染防止以外 の要請 であ る,自




(給水)と 排水 にライセンス ・システムが導入された。 さらに飲料水や工業
用水 として使用する取水量に連動させた環境サー ビス料の徴収 も導入された。
そ して1989年 にはこの徴収をやめ,政 府か ら環境省に交付金(grant-in-
aid:政 府からの補助金)が 支払われる形になった。つまり水源管理の行政
費用の一部が政府か ら恒常的に調達されるようになった。それまでは原則と
して,漁 業 ・遊漁ライセンスの収入で漁場管理を,取 水ライセンスの収入で
水源(水 量)の 管理を,そ して排水ライセンス(同 意)料 の収入で汚染管理
を遂行 していた。後述の表4に 示 したように,特 に後の二者が90年 以降,'
収支均衡せずに,一 般財源からの交付金を常に要請することになった。




いた。 しか し,と りわけ魚類資源 と漁場 に関しては,非 常に強い集権的な国
家管理が続いた。工場汚染,農 場汚染に対処 してい くためには,強 い中央の
権限が必要であり,国 家管理が続いていたと考えてよい。 しか し近年(次 章
でとりあげる前頁の表2に 示 したように),と りわけ1995年 の環境法で 「地
方および地域漁業諮問委員会」の設置が調われて以降,地 域分権型の水域管
理へ と向かう方向性が一層明 らかになっている。
3.現 行の英国内水面漁業 ・遊漁 に関する
法的および制度的枠組み
前頁の表2は 現行の 「サケおよび淡水漁業法」 とそれを補足 して内水面の














雑魚については,3月15日 から6月15日 までを産卵期 とみな しており,こ




第五部では,後 述のように,魚 類の移植,つ まり移動や放流に厳 しい制限が
付与されている。 これらも,資 源管理上極めて重要な規制措置である。
第2の 論点は在来種の保護 と外来種の移入規制に関するものである。1980
年に制定された 「生魚の輸入に関する法律」は,主 に魚類 と貝類,特 に捕食
魚類と在来種の生息域を殿損する魚類(魚 卵)の 輸入を禁止 している。1981
年には 「野生生物および田園地域法」という生物保護 ・生息域保護の法律が
制定され,既 に定着 している外来種の放流について禁止された。前者の輸入
規制が比較的早 く制定 された先導性 に着目すべきである。 しか しながら,後
者の 「野生生物および田園地域法」はカワウを含む魚食鳥類の保護 も規定 し










食害が発生 しても,人 為的に加害動物種を減 らしづ らい状況になっている。
第3点 として,自 然 ・環境保護の範囲の拡大が指摘できる。1995年 の環
境法の制定により,漁 業法違反 に 「確固とした罰則」が導入されるなど,環
境庁の権限が強化 され,魚 類資源の保護を一層強化する方向に進んでいる。
既述のように,環 境法は,「地方 さらには地域に漁業諮問委員会を設置する
こと」を謳 っており,地 域主義,現 場志向を強める傾向が読み取れる。
また表中に記 したように,(1)考 古学,建 築学,工 学お・よび歴史的に重要な
建物,敷 地,物 財の保全,(2)田 園地域および都市での美とアメニティ,動 植
物,地 形,建 物,敷 地,物 財の保全,(3>地 域社会の経済的社会的福祉への配
慮,と いった要請がはっきりと環境法では謳われている。さらに 「自然美,
動植物,地 理的地形的な独自性を保全すること」も謳われているが,こ れら
は,ナ ショナル ・トラストの設立主 旨に非常に類似 している。英国の環境法
自体の主要な目的が,ナ ショナル ・トラス トが設立時に構想 したビジョンに
追いついてきたといえよう。英国では自然保護のキーワー ドとして 「田舎の
美 しさ(thebeautyofthecountryside)」 という言葉がよく使われる。ア
ダム ・ス ミスの 『国富論』からケインズの論文まで,多 くの経済学者の文章
に,こ の 「田舎の美 しさ」 というフレーズを読み取ることができる。スチュ





次頁の図1で は,英 国における内水面漁業 ・遊漁の利害関係者が織りなす
相互連関を,生 態学的側面 と経済的 ・制度的側面の二つに分けて整理 してい
る。ここから以下の諸論点を読み取ることができる。なお図中の矢印やアル
ファベ ットについては図の下部 に説明を加えている。
第1に,図 の最上部の 「環境保全 トラス ト・自然保護団体」 とは,ナ ショ
ナル ・トラス トのみならず,地 域社会の小規模な トラス ト組織(保 全対象地
の買い取 りによる保全団体)か ら過激な国内的 ・国際的な動物解放運動の組
織を含む。過激な組織の中には,動 物実験を行う製薬会社などに侵入して動
物を逃がす非合法団体まである。 しか し河川湖沼の自然保護に関して,過 激
な団体が結集することはほとんどない。とはいえ,ト ラス トの一部が動物福
祉について強 く主張 していることも確かである。 ドイツではこうした傾向が
より強 く,圧 力団体化 して,釣 り行為に対 して 「不当な圧力」をかけている
と,欧 州 に進出している日系の釣具メーカーか ら筆者は聞いている。「ドイ
ツでは商売にならないので撤退せざるを得ない」 と語 っていた。同国では釣
りライセンスを取得す る際に国家試験があるという。
環境保護に強 く傾斜 した他の欧州諸国に比 して,英 国では自然保護団体の
多 くは,釣 り人に対 して好意的である。釣 り人は 「リバー ・キーパー」であ
る,つ まり 「川を守 って くれている」という意識が国民に広まっている。こ
の点で釣 り人は楽観 しているが,釣 り雑誌などは国民の意識の動向に強い関
心を示 している。
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A:漁 業 ・遊漁 による魚類資源 のa:遊 漁者の地域経済への貢献
収 奪,水 辺環境破 壊b:他 の余暇活動者 による地域経済
B:外 来魚,疾 病魚 の生態系 への への貢献
放 流c:漁 業者 ・遊漁者 と他の余暇活動
C=魚 類 の迷 い込 み,過 剰取水,者 の水面利用協定
汚染 による生態系 破壊d:漁 業 ・遊漁 ライセンス収入
D=化 学肥料,農 薬 による汚染,金)
水 辺 環 境 破 壊e;漁 業 者 ・遊 漁 者 か らの 入 漁 料 支
E=水 質 汚 染 払 い
F:魚 類 保 護,水 質 改 善 お よ び水f:漁 場 賃 貸 料(漁 場 地 代)
辺 環 境 保 全g:取 水 料 お よ び 環 境 サー ビ ス料
R:漁 業 者 ・遊 漁 者 の 活動 へ の直h:外 来 魚 ・外 国 産 魚 類 の 輸 入
接 規 制i=市 民 か らの 環 境 保 全 トラ ス トな
R':相 互 間 の 水 面 利 用 上 の競 合 どへ の 寄 付





魚類資源への圧力(図 中矢印A)に 対 して,牽 制 しているといえよう。図
では,そ の下に 「地域社会の漁業関連企業 ・施設(旅 館業者 ・飲食業者 ・釣
具店など)」が利害関係者として挙げられている。環境庁の釣 り担当部門は,
1998年 に現行の漁業 ・遊漁制度の見直 し委員会を組織 して,諮 問を行った。
その際の 「見直 しの方針」を示 した公式文書には,遊 漁が持 っている地域社
会への貢献をより発揮させる観点から当該制度を再検討 してほしい(具 体的
には地域社会の社会的 ・経済的メ リッ トを配慮 してほしい)と いう要望が付
記 されていた。 それが矢印aの 「遊漁者 の地域経済への貢献」であ り,そ
れに加え,矢 印bと して,「他の余暇活動者 による地域経済への貢献」の側
面 も示 しておいた。
第3の 論点は,漁 業者 ・遊漁者以外の水面利用者,つ まりボー ト競技者 ・
遊技者やナロー ・ボー ト⑤による小旅行者 との競合関係についてである。
利用者には川岸の散歩者やバー ド・ウォッチャーや飼犬に水浴びをさせる人々
も含まれる。 これらは,特 にコモンズに付帯する水面で漁業者 ・遊漁者 と水
面利用において競合する場合が多い。相互がクラブ組織の形態をとる場合は
利用協定の締結による時間的 ・場所的な棲み分けが比較的可能であ り,多 く
の成功事例がある。しかしそれ以外の場合,利 用調整は難航 している。
第4の 論点は,漁 場管理の問題である。釣 りク'ラブが遊漁のできる水域を
地主から借 り受ける場合のように,ク ラブ財として漁業 ・遊漁区域を設定 ・
管理することが伝統的になされている。また農場主が副業 として自己の農地
や敷地内の池や沼を管理釣 り場として経営する場合,そ こを利用する釣り人
から遊漁許可料(permit)を 徴収 している。許可料は5～10ポ ンド(1日 あ
たり)で,日 本円に換算 して1,000円 か ら3,000千 円程度である(2005年 時
点で)。 もちろんシーズン券,年 間券 もある。当然,こ の場合で も釣 り人は,
漁業法の規定するロッド・ライセ ンスをあらか じめ郵便局などで購入 して所
持 していなければならない。管理釣 り場は,ほ ぼ確実に釣果があることか ら
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で示 した。そ して,矢 印C,D,Eと いった他の事業者か らの汚染 と同一に
捉え,そ れに対する環境庁か らの規制を他の事業者に対する規制と同様に
R**で 示 している。具体的には,矢 印Cの 水道事業者や他の取水者による
水油れ と富栄養化,一 般の家庭排水 による汚染,矢 印Dの 農業関連者 によ
る汚染(羊 毛の消毒液などの農薬や過剰な化学肥料によるもの)や 泥 ・砂利
の河川への流れ込み(土 壌流失)に よる産卵場の荒廃である。矢印Eは 工
業者などか らの化学物質による水質汚染であ り,近 年かなり緩和されている。
また,こ の図中に矢印R「 漁業者 ・遊漁者の活動への直接規制」が示され
ている。ここで直接規制というのは,一 般に環境経済学がいう,政 府が企業 ・
個人の活動 に対 し,あ る種の行為を強いペナルティを付加 して法的に禁ずる
といった規制,つ まり漁業者 ・遊漁者への禁止行為の明示 と違反の摘発のみ
を意味 してはいない。この直接規制には,例 えば漁場所有者や遊漁者クラブ
が独自に禁漁期を設定 して,遊 漁者やメンバーに対 して規制する場合を含む。
それ以外にも,所 有地内の池やクラブ管理下の河川を一般に開放する際,そ
こを遊漁者が利用する上での具体的なルールを自主的に設定できる。例えば
大きい魚籠(キ ープ ・ネット)の 使用を義務づけたり,魚 籠を利用禁止に し
たりす ることである。これらもある種の動物福祉の実行である。魚籠の使用
禁止が決められている釣 り場の場合,釣 った魚は計測や写真を撮 るなりした
直後に,再 放流 しなければな らない。さらにエサの規制が重要である。水質
環境保全 と病気予防の観点か ら,粉 体のエサの使用禁止,生 エサ(ミ ミズな
ど)の 使用禁止,小 魚を餌として使用することの禁止,な どの規制がある。
また釣 り針にも規制があり,ア ゴ(か えし)の ある針の使用禁止,3本 針の
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疑似餌(ル アー)の 使用禁止などが細か く規定されている。それは,所 有地
内 ・クラブ利用流域内の魚類が健康的に生息 し繁殖す ることを最優先に考え
ているからである。
特にナショナル ・トラス トは,英 国最大級の地主 として釣 り人に対 して魚
類への動物福祉上の配慮と漁場に対するスチュワー ドシップの向上を積極的
に教育す る使命を自ら担っている。 さらに全国規模の釣 り人団体 もい くつか
あり,独 自に釣 りのマナー ・コー ド,つ まり禁止事項や推奨行為を明記した
ルール ・ブックを作成 している。そ して,そ れをインターネ ット上で公開レ,
釣 り人一般にマナー向上を促す運動を実施 している。 このような厳 しい自己
規制を設けることは,ス チュワー ドシップの発揚であると共に,動 物福祉運
動に対する自主的な防衛策 と考えられる。
第5は,矢 印dの ライセンス収入などの金銭授受 に関す る論点である。
この収入は遊漁者から環境庁に対 して支払われ,矢 印e,fの ように入漁許
可料や地代は管理釣 り場経営者や土地所有者に支払われる。遊漁者にとって
は,こ うした二重支払いのシステムが成立 している。ライセンス料を財政基
盤に,近 年,政 府 ・環境庁はクラブや地主に対 して,環 境保全や動物福祉に
関する情報を直接伝達 し,釣 り人に対 しては釣 り雑誌に広報記事 として掲載
し,あ るいはウェブ ・サイ トから情報を発信 している。
なお,図 中に明示できなかったので,ラ イセンス収入の法的に特定化 され
た使途 に関して付言 してお く。旧国家河川管理局から,環 境庁は以下の業
務の遂行を継承 している。(1)水域管理人(waterbailiffs)に よる密漁な
どの監視,② 魚類資源の保有状況の監視,(3)魚 類養育施設の維持管理,.(4)
荒廃 した漁場の復元 ・補完,(5)新 しい漁場の創出,⑥ 不法な妨害か らの漁






次頁の表3は 現行の1975年 法の制定以降,魚 類資源および漁場の保全に
ついて追加的に制定された法律,命 令および規則を示 している。英国では,
78年 の 「魚病に関する命令」と既に若干ふれた80年 の 「生魚の輸入に関す
る法律」以来,病 気の拡散 と生魚の輸入に関 して規制が厳 しくなり,97年
の 「魚類の健康に関する規則」や98年 の 「特定生魚の保有 と放流の禁止命
令」において規制を一層強めている。サケと淡水魚に海洋魚類や軟体動物や
甲殻類までを規制対象 に含めるに至っている。また魚の健康にも規制が加わ
り,特 定の生魚の保有 と放流の禁止などについて管理を強化 している。 これ
らは病気の蔓延に対する国境での防御措置であり,EUの 魚類健康基準への
適応であり,そ して生物多様性を守る国際的な取 り決めへの対応である。遺
伝子のか く乱,つ まり放流行為 によって在来の地域固有種(ネ イティブ種)
と外来種,あ るいは国内他所の固有種が交雑 して,本 来生息 している種を少
数派にすることへの危惧から発 している。
特に,魚 病については,わ が国同様,サ ケ科とコイ科に伝染する魚病が追
加的な規制対象となっている。 また外来魚では,わ が国と異なり,米 国を原
産とするブラック・バス類の定着 ・増殖ではなく,既 に定着 した欧州大陸由
来の魚食魚ザンダーや巨大なナマズ類やザ リガニ類が問題視されている。な
お,個 人の私有地内の沼や池で主に釣 り対象魚として,あ るいは個人の住宅
内の池や水槽で観賞用 として,輸 入されて養殖 ・販売される外来魚が,一 般
河川に流出し定住することも強 く危惧されている。
現在,英 国には野生の リスが2種 類生息 しており,在 来種 と外来種からな
る。 しか し,外 来種が異常に繁殖 して在来種が相対的に少なくなっている。
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表3サ ケおよび淡水漁業法(1975)以 降の追加的法律,命 令および規則
年 追加的法律,命 令および規則の名称 追加的法律,命 令および規則の概要












1986魚病に関す る改正規則(1986) *サ ケ類の生魚への淡水魚類 と同様の
輸入ライセンス制導入を条文化
1988魚病 の感染 の定義 に関す る命 令
(1988)




































次頁の表4に は,1989年 に魚類資源 ・漁場保全の管轄が,旧 地域水域管





第1点 は,魚 類資源 ・漁場の保全全般に関わる収入 と支出の概況について
である。同河川管理局には,旧 地域水域管理局時代から継続 して,取 水者 に
対 して課す取水料とそれに連動 した環境サービス料,排 水業者 に対 して課す
排水同意料,そ して漁業 ・遊漁ライセンス料 といった収入があった。それぞ
れ表中では,水 源管理費の収入,汚 染管理費の収入,漁 業関連費の収入とし
て表されている。基本的には各費 目において,収 入と支出を均衡させること
が方針であった。 しかしそれが不可能であることは,自 然環境の変化の不可
測性か ら,あ らか じめ明白であった。89-90年 度において既 に,損 失補填の
ための交付金が必要不可欠とな った。また,1989年 には環境サービス料を
廃止 したため,以 降,損 失の補填のために政府か ら追加的な交付金を与えら
れる形が定着 した。
第2点 は,水 源管理費と汚染管理費の問題である。前者は1989-90年 度ま
82(346)
?? ? 表4国 家河川管理局の収支構造 (単位:百 万 ポ ン ド)


























水 源 管 理 費
汚 染 管 理 費































































合 計 167,893.4-74.455.7178.769.3-10⇔.4 38.8221.0109.E-11].549.5 一 一 一 一
期 首 残 高 一3 .7 17.E 6.5 一















総 額 95.3 98.7 106.5 一
最 終 剰 余 17.2 6.5 1.5 一
洪 水 管 理 167.5188,120.6112.3194.6172.0-22.688.E236.4204.1-32.386.3253.4一
oo":1992年 度版 より上述の表 に即 したデータの公表 は中止 された。





は90-91年 度 まで収入は些少であったが,そ の後急増 している。排水同意料
の徴収が強化されたことが推察される。
第3点 は,表 中で漁業関連費として示された,魚 類資源 ・漁場管理と遊漁
振興の費用に関す る問題である。1989-90年 度で既に自己調達率は5割 を割
り込んでいる。90-91,91-92年 度と2年 度連続で4割 弱の水準に落ち込んで
しまい,交 付金による損失補填が行われた。 この点を重大視する指摘に対 し
て,当 局は,多 くの一般市民 も流域を釣 り以外のレジャーで利用 し,そ れぞ
れが相応の便益を得ている以上,交 付金 という一般財源からの補填には全 く
問題はないという見解に,当 時 も,ま た現在 も立 っている。
第4は,水 源管理,汚 染管理,漁 業関連の総体的な収支の改善点である。
各々の収入が支出に大幅に満たないという状況から,交 付金が要請されてい
る。当然,水 源管理 と汚染管理への補填は汚染者負担原則か ら,よ り問題視
され,徴 収強化が要請 されてよい。つまり,魚 類資源管理は政府の本来的な
義務であるという考えに立てば,い かなる状況下でも,漁 業者 ・遊漁者のラ
イセ ンス料の大幅な値上げにより水源管理や汚染管理の財源が確保されるこ
となどあってはならない。繰 り返 しになるが,釣 り人以外の個人による河川
湖沼の利用については一切の直接的な費用負担が免除されており,彼 らはい
わば表面的には 「フリーライダー」である。 しか しながら,実 際には,河 川
湖沼の利用者ではない国民も租税の一部で漁場管理費の不足分を負担してい










第1の 論点は,雑 魚釣 り(非 遡上性マス類を含む)と サケ ・マス(遡 上性
マス類)釣 りの両者について,普 及度に著 しい差異があることである。表か
ら,発 行数の合計数量の約97%を 雑魚釣 り用が占め,サ ケ ・マス釣 り用は






















































合計 ライセ ンス発行 数 1,000,64E1,171,9141,196,4171,143,883
合計 ライセ ンス総売上 ll,171,44812,252,98913,386,88512,955,989
窟:総 売上 とは年 間料 金(15.0ポ ンド),割 引年 間料金(障 害者 など7,5ポ ン ド),8日 料 金(4,5ポ ン ド),1日
料金(1.5ポ ンド)の 合計
蛛:総 売上 とは年 間料金(45.0ポ ンド),割 引年間料金(障 害者など22.5ポ ン ド),8日 料金(13.0ポ ンド),1
日料金(4.5ポ ンド)の 合計
掌韓:総 売上 とは年 間料金(55。0ポンド),割 引年間料金(障 害者など27.5ポ ン ド),8日 料金(15.0ポ ンド),1
日料金(5.0ボ ンド)の 合計






約3%し か発行 されていないことがわかる。また売上高でも,各 年度共に,
雑魚釣 りが合計総売上年額の約9割,サ ケ ・セス釣 りが合計総売上年額の約
1割 を占めている。 これ らは,両 範躊における普及度の著 しい差異が,ラ イ
センス売上から資源 ・漁場管理へと環流する行政費に正 しく(雑 魚釣 りへの'
多額の環流として)反 映されえず,そ のたあに,不 足分を補填する交付金が
逆に(サ ケ ・マス釣 りへ多額に)傾 斜配分されて しまう問題点を示唆してい
る。
第2の 論点は,英 国の釣りは釣り人の数で も,政 府が行 う魚類資源 ・漁場
保全事業全般への資金供給面でも,圧 倒的に前者の雑魚釣 りが主であり,後
者のサケ ・マス釣 りが従でありなが ら,政 府の財政支援は,逆 に後者が主で
あるという不均衡の原因についてである。雑魚資源は釣 り人によるほぼ完全
な再放流により維持されており,資 源および漁場管理の行政費 もライセ ンス
収入とほぼ毎年均衡 している(6)。既に表4で 見たように,魚 類資源管理を含
む漁業関連費の総体の5割 から6割5分 強が交付金によって補填 されている
ことを考慮すれば,そ れが全額サケ ・マスの魚類資源 ・漁場保全への助成と
なっていることが推察される。このサケ ・マス釣 りには,自 家消費用の釣 り
と専門業者による釣 りが含まれ,行 政的にそれぞれ別個に厳格な数量制限が
なされている。 とはいえ,実 際には,両 者の区別はあいまいにされている。




第3の 論点は以上の論点か ら派生するものである。サケ ・マス釣 りに関し
ては,海 上捕獲の影響 もあって,資 源が枯渇 していることを理由に,食 用 と
するべきではない という共通認識が社会的に形成 されつつあり,近 年ますま




の財政補助には,従 来か らの食糧政策的な側面が強 く残存 してお り,そ の惰
性 として現在も継続 している傾向が指摘できる。沿岸のサケ養殖が普及 して
いる現在,資 源保護の観点か らの漁獲物の持ち帰 り量規制は今後 も一層強化
される傾向にある。
8.1998年 の 「サケおよび淡水漁業法」検討委員会 による
見直 し案 と200]年 の政府回答および改革の方向性
既述のように,1998年 に政府の要請で現行法制度の検討委員会が組織 さ
れた。広範な利害関係者の参加による公開討論を経てまとめられた見直 し案
と3年 後の2001年 に政府が示 した回答 について,そ れぞれ項 目だけを次頁
と次々頁に表A,表Bと いう形でまとめている。両表について補足的な説明
をしつつ,諸 論点を明らかに したい。





魚類資源 ・漁場保全の観点から,よ り規制を強化 してほしいという要求であっ
た。以上の諸項 目について,政 府から 「拒否」あるいは 「考慮中」 という回
答が示されたものには,表Bの 「明確な政府の回答が得 られた項 目」中に,
下線と強調点(*)を 付している。 これらの中の主要項目とそれ以外の重要
な項目とを選択 して言及 したい。





表A検 討委員会によるサケおよび淡水漁業法の見直 し案(1998-2000)の 構成
1.全 体 のま とめ
n.勧 告 の一覧
皿.サ ケおよび淡水魚法の見直 しに関す る報告書
第一部:報 告書 の範 囲
第1章 見直 しの過程 (D委 員 の 指 名,(2)過 程,(3報 告 書 の 構 成
第2章 報告書 の範 囲 (1)委任 事 項,{2)そ の 詳 細 一基 本 原 則
第3章 漁業 ・遊 漁法制 の 目的 と範囲 (1)統合 漁 場 管 理,(2}漁 業 法 制 の 目的,(3)漁 業 法 制 の範 囲,(4}責 務,(5)副 次 的 法 制
第4章 漁場管理 の歴史 (1歴 史的背景,(2競 行法制
第二部:魚 類 とその環境
第5章 魚属 とその生育環境 (D概 説,(2}魚 類 とそ の 淡 水 環 境,(3》 淡 水 魚 類,(4)サ ケ類,(5》 ウ ナ ギ,(6)他 の 遡 上 性 魚 類,
(7}汽水域魚類
第6章 魚類 の環境 (1}概説,(2)水 質 汚 染,(3)水 資 源,(4)水 路 と岸 辺,[解 決 の為 の勧 告](5/一 般 的 提 案,(6)農
業,(7)林 業,〔8)取 水,(9)灌 慨 と洪 水 予 防,qo}工 業 と家 庭 か らの汚 染,OD開 発『一一一
第7章 捕食 (1}概説,(2}捕 食 魚 類,(3捕 食 鳥 類,(4)捕 食 哺 乳 類
第8章 監視 と研 究開発 (1}概説,(2)監 視 お よ び調 査 組 織,(3}監 視 計 画,(4)研 究 開発 計 画
第三部:漁 業 ・遊漁 の価値
第9章 遊漁 の社会 ・経 済 ・余暇上の (1}概説,② 釣 魚 旅 行 の 経 済 便 益,(3}遊 漁 の社 会 ・余 暇 上 の便 益,(4)遊 漁 の 発 展,{5)遊 漁 と
重要性 他の余暇活動
第 四部=第10章 漁業 ・遊 漁規制 (1}概説,(2)不 法 漁 法,(3}禁 漁 期 間,(4)雑 魚 類,㈲ マ ス類,(6)ウ ナ ギ,(7)サ ケ 類(主 要 課 題)
⑧サケの漁 獲舗 準の決定,⑨ 混獲漁業,ac)サ ケの漁獲規制,⑪ サケ資源の配分,⑫ 海
マ ス
第11章 移殖 と移動 (1}規制 の 必 要 性,(2',現 行 法 制,(3)増 殖,(4)養 殖,(5)外 来 魚 類,(6)魚 類 の 健 康,(7)施 行,(8)
魚の生餌
第12章 魚道 の妨害 (1}概説,(2)ダ ム,(3)堰,(4}格 子 状 遮 断 装 置,(5)漁 獲 用 固定 装 置,漁 獲 用 堰 お よび 漁 獲 用 水
車ダム ー
第13章 淡水漁場規 制の施行 (1}概説,(21密 漁 お よ び不 法 漁 業 ・遊 漁,㈲ 流 域 管 理 人 の 権 限,(4)ラ イ'セ ンス,(5綱 則 と罰 金
第五部;制 度 的および財政 的機構
第14章 制度 的および行政 的機 構 (1}統合 漁 場 管 理,(2)政 策 上 の責 務,f.)漁 業 規 制,(4)ウ ェ ー ル ズ 国 民 会議 ・大 臣 お よ び 環 境
庁の役割,(5)環 境庁,⑥ 諮問委員会,(7沿 岸域 の取 り決め,(8}他 の省庁,⑨ 全英的課題,
⑩国際的側面,qD行 動計画,⑰ ボ ランテ ィア部門,㈹ 漁場所有者 とクラブ,ω 専門家の信任
第15章 公 的支 出 (1}概説,(2)公 的 支 出 の 根 拠,(3)公 的 支 出 の水 準,{4)サ ケ お よ び 淡 水 漁 業 ・遊 漁 関 係 者 か ら
の徴収
認 注:下 線 部 は現 行 制 度 へ の 批 判 的 あ るい は 改 善 要 求 的 見 解 が 示 され た項 目。 太 字 は独 自 な制 度 の要 請 。
)参 考 文 献:MinistryofAgriculture,FisheriesandFoodandtheNationalAssemblyofWales(2000),SalmonandFreshwaterFisheriesReview,Ministryof
Agriculture,FisheriesandFoodandTheNationalAssemblyofWales
? ??? ???? ?
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表Bサ ケおよび淡水漁業法の見直 し案(2001)に 関する政府の回答
対 応 す る
見直し案の章
そ の 章 の
タ イ トル






(2}漁業 法 制 の 目的,(3)漁 業 法 制 の 範 囲,(4)責 務,(5)副 次
的 法 制
第6章 魚類の環境
⑤ 一 般 的 提 案,⑥ 農 袈,(一)農 業 補 助 政 策**,(一)農
業 ・地 域 開発 計 画**,(7)林 業,⑧ 取 水,(9)灌 概 と洪 水 予
防,(10)工 場 と家 庭 か らの 汚 染*,au開 発
第7章 捕食 ②捕食鳥類*,(3)捕 食哺乳類
第8章 監視と研究開発
(2}監視 お よ び調i査 組 織,(3)監 視 計 画,(4)研 究 開 発 計 画,








② 不 法 漁 法*,(3)禁 漁 期 間,(4)雑 魚 類,(一)ウ ナ ギ**,
第10章 漁業 ・遊漁規制 (8)サケの漁獲許容水準の決定,(9}混 獲漁業,⑩ サケの漁獲規制,auサ ケ資源の配分,q2晦 マス














の役割,⑤ 環境庁,(6)諮 問委員会,(7>沿 岸域の取 り決あ,




串:下 線 部 は 政 府 か らの 「拒 絶 」あ る い は 「考 慮 中 」 とい う回 答 を 部 分 的 に引 き 出 した項 目。






て当局に提出させるべく要求 した。 しかし政府は,農 家側の高負担と行政費
用の高騰,そ して現時点で既に一部選択的に実施 されていることを理由に,
受け入れを拒否 した。また 「工場と家庭からの汚染」への対策強化として要
求された,主 要河川に対する高水準の水質基準の制定に関 して,政 府はEU
基準を超える国内基準の制定について拒否 している。 さらに 「捕食鳥類」即




これをバ ッジやステッカーにす ることで,保 持者が身体に張 り付け,第 三者
および遊漁者相互がライセンス所持を確認できるように改善せよという要求
が提出された。 しかし政府か らは,導 入を困難 とみなす 「拒否」的回答が示
されている。





ほしいという要望が提出された。 これらについて政府は 「考慮中」 と回答 し
ている。以上2論 点の実質的な拒否は,費 用対効果が限界点を超えて非効率
化するという判断による。
第4点 は 表Aの 第14章 のq3)に 「漁場所有者 とクラブ」 として挙げ られ 『
た項 目に関するものである。以下のような構想が提起 された。現在,漁 場所
有者(農 場主が大半)と 釣 りクラブは,最 も重要な魚類資源 ・漁場保全上の
スチュワー ドである。 したがって,今 後は,洗 域の管理について彼 らが 「流
域 フォーラム」という組織を作 り,住 民に開かれ,環 境庁から独立 した組織
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として,自 主的な行動計画を策定 して,そ れを実行すべきであるという提案
であった。環境庁の助成は,こ の計画の推進に対 してなされると共に,漁 場
所有者や釣 りクラブの行 う魚類資源 ・漁場の個別的な改善事業について,彼
ら自身の投資を促すためにも,公 的資金を適宜投入する権限を環境庁は持つ
べきだと主張 されていた。 この点は,わ が国の戦後の内水面漁業制度改革時
に一時提案され,結 局否定された,「 国営増殖方式」に類似する制度を,現
時点で英国が採用してお り,そ の地域独 自性の軽視 という問題を自覚 してい
る証左 と思われる。そ して,そ れを地域主義の強化で乗 り越えようと志向 し
ているものと解釈できる。また この項 目に引き続 き,所 定の訓練を受 けた




第5の 論点は,表A第15章 の(2)と(3)にある 「公的支出の根拠」 とその
「水準」に関連する問題点である。公的支出というのは,既 述の交付金によ
る一般財源からの補助を言 う。要求は,漁 業 ・遊漁へ加えられる外部からの
侵害行為への対策は一般財源で行うべきであって,ラ イセンス収入 とは切 り
離 して考えてほしいという内容であった。また雑魚釣 りのライセンス収入は,
現時点では支出とほぼ均衡 しているが,既 述のようにサケ ・マス釣 りに多額
の交付金が使われ,そ れに依存 しすぎている問題点がある。 したがって,こ
の点を改善 してほしいという要求 もはっきりとこの見直 し案に示されていた。,
これらに対 して,政 府の回答は,環 境庁の漁業 ・遊漁施策への実質的な交付
金の増額要求を受け入れ,且 つ雑魚釣 りに対する新たな保全施策に対 し,交
付金増額分の3分 の1を 充てることを受け入れるという積極的なものであっ
た。
第6の 論点は,表A第15章 の(4)の 「サケおよび淡水漁業 ・遊漁関係者か
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らの徴収」 についてである。見直 し案では,取 水業者 ・排水業者からの徴収
分の一部を漁場 ・資源保全事業に還元せよという要望が捷出されていた。こ
れについて,政 府は 「検討中」と回答するにとどまった。上述の交付金増額
の効果を待 って,改 めて検討 し直そうという判断であろう。
9.英 国内水面制度研究の理論的および政策的な含意
9一]理 論 的含 意
以上の研究の理論的含意について付言 したい。内水面の漁業 ・遊漁の比較
制度研究を,環 境経済学の諸理論に即 して行 う場合,と りわけ,わ が国の現
行の内水面漁業 ・遊漁政策に関する環境経済学からの接近をふまえて行う場
合,前 提 とすべき認識の枠組 みについて反省する必要がある。
一般に環境経済学では,内 水面をコモ ンズと捉えて議論することに十分な
合意が形成 されている。 しか し,こ のコモンズには誤 った理解がかなり流布
している。その一つは 「コモンズの悲劇」論である。コモンズは特定少数者
の利用に限定 しても,利 用者の私利の追求により必然的に過剰利用が生 じ,
資源保有状態が漸次悪化すると見なす理解である。 したがって,コ モンズは





イレノワ・オス トロームらがコモ ンズ(オ ス トローム自身は 「共同保蔵資源
(commonpoolresources)」 と呼んでいる)の 伝統的な共同利用組織 とそ
の設計原理に着 目した。彼女 らは世界各地の多様な存続事例を取 り上げて分
析 した(そ の際,日 本については入会山林の事例を挙げて,検 討 している)。
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その結果,コ モンズの資源利用は,歴 史的 ・自生的に制度化 された共同利用





利用 との利害調整のみな らず,外 部の利害関係者 との超世代的な利害調整を
担 う政府の恒常的な(初 期の諸権利と諸義務の配分上の決定 に止 まらない)
役割が重要であると考える。つまり,政 府による利害調整の存在 しない共同
的な所有や利用も,さ らには,そ うした個別的な所有や利用 さえも,現 実的
にはあ り得ないのである。
内水面の場合,上 述 した現行の英国の漁業 ・遊漁制度 も,漁 場所有者の私
的管理の過程に政府が介入 して直接規制を行い,ま たわが国の漁協による共
同的管理と同様に,釣 りクラブによる共同的管理の過程 にも政府が介入 して
直接規制を行っている。また,わ が国と異なり,英 国では内水面の取水者 ・
排水者と漁業者 ・遊漁者 との間の利害調整を,政 府はそれぞれに対応するラ
イセンス ・システムに基づく各種利用料の賦課とそれらを特定財源化 した各々
の保全施策によって行い,さ らには直接規制によってそれ らを補 っている。
その上,一 方で漁場管理者は漁業 ・遊漁者 に対 して遊漁許可料を賦課 し,そ
れを財源として漁場 ・資源管理を自主的に行い,同 時に魚類資源 ・漁場利用
に関する自主的ルールの遵守を強 く要請 している。他方で,管 理者と漁業者 ・
遊漁者は他のレジャー的な内水面利用者(集 団)と の間で,利 用ルールの調
整を独自に行 っている。
既に示 した図1か らも見て取れたように,政 府を含めた管理責任を分担す




自身が,歴 史的に変容することで,時 々刻々と進化 しながら,社 会経済状況




持 ・復元を喫緊の課題 として,従 来の稚魚 ・養魚の放流による人為的増殖方
式から英国における漁場環境復元方式への転換を余儀な くされている。英国
の制度 も,日 本の制度 も,か なり類似 した形態へと今後は収敏 してい くであ
ろうと推測できる。
こうした方向に向かうためには,利 害関係者のスチュワー ドシップをどの
ように高めてい くかという課題が,わ が国には依然として残 されている0英
国のナショナル ・トラス トのような,最 大級の 「最後のスチュワー ド」が,
方向指示機 として着実に発展 してい くことが重要である。
ナショナル ・トラス トの活動の最も重要な理論的含意は以下にある。即ち,
環境資源の帰属す る土地を買収あるいは所有者からの寄贈 ・遺贈により取得
し,法 人的な(再 販禁止の共同的)所 有物件として,開 発市場から隔離 して
永続的に保全することにある。これを経済史的に換言すれば,エ ンクロージャー
(囲い込み)運 動に対す る後発のカウンター ・エ ンクロージャー(対 抗囲い
込み)と いえる。囲い込みに反対 して開発抑制的な立法や行政対応を制度化
するだけではな く,開 発する自由を含む私有権に対抗 して,開 発 しない自由
を含む集団的私有権に基づいて先行的に囲い込むことの必要性を トラス ト的
手法は体現 している。 トラス トの保有地では,既 に述べた,魚 類資源と漁場
の単なる保全だけではな く,必 要 とあれば,一 切の人為的利用を排除する
「完全な保存」さえ可能となる。 この組織に信託すれば人類が存続する限 り
(気候変動を度外視すれば),あ る特定の土地 とそこに生息する動植物種が確
実に保全 されるという意味で,い わば 「最後のスチュワー ド」が英国には存
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本稿の政策的な含意 は,上 述の英国における漁業 ・遊漁ライセンス ・シス
テムをわが国に輸入することの有益性を主張することにはない。 システムの
単なる移植は,多 くの場合,枝 葉を繁 らせるだけで果実を得 られない。受け
入れる風土や土壌 との適合性とそれ らの改善の必要性を併せて議論すべきと
考える。
わが国の魚類資源 ・漁場管理の制度は,上 記のナショナル ・トラス トのよ
うな精神的および運動的な 「支柱」によって補強されなければ,内 水面のみ
ならず,沿 岸の魚類資源 ・漁場の保全でさえ危機的状況に陥るのではないか
と筆者は危惧する。特に,漁 協の担い手は高齢化しつつ も,若 い組合員によっ




新 しい協定を締結 し,あ るいは条例強化を要請するに際 して,適 宜,蓄 積 さ
れた情報を提供 しうる組織 ・機関が求められている。場合によっては,漁 場
紛争や資源保全上の危機 に際 して,「人 ・物 。金 ・情報」 が動員できるよう
な広義の利害関係者からなる支援組織が求あられている。既存の公的制度の
外側に,そ れを補強 しうる非営利の民間組織として支援ネットワークを形成
する必要がある。また,こ うした組織が,自 主的に漁業 ・遊漁の漁場 ・資源






な支援業務を遂行 している。 とはいえ,こ うした漁協関係者のみからなる全
国組織に頼るだけではな く,漁 業者 ・遊漁者に利害関係のある多様な民間人 ・
民間組織の協力によって魚類資源と漁場の保全は支援 されるべきと考える。
筆者が英国の遊漁事情の報告者 として招かれた 「遊漁施設等に関する研究会」
には,幸 い,漁 協関係者や遊漁関係の自治体職員や研究者,釣 り具メーカー ・
小売店や釣 り情報誌などのマスコミ関係者 も多 く参加 している。当該研究会
を契機 として,多 様な利害関係者が開かれた議論の場へ積極的に参加 し,魚
類資源 ・漁場保全の側面的な支援を目指す民間組織の構想を練 りあげ,着 実
に具体化することが期待される。
《注》
(1)本 稿 は,2004年 度か ら3年 間にわたって文部科学省の科学研究費補助を受
けている研究 「英国の内水面遊漁制度 における魚類および環境資源の保全機能
とその経済的基盤について」(基 盤研究C-2・ 課題番号16530162)の 中間報告
を兼ねている。 この研究 は,2005年 度には英国ケ ンブリッジ大学土地経済学
部における在外研究の課題としても遂行された。在外研究の機会を認めて下さっ










(3)こ こで言 うスチュワー ドシップについて若干補足説明を したい。辞書的には
財産の管理人の心得,大 地主,大 学,大 組合の執事の心得であり,転 じて環境
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管理責任を意味するとされる。最近,「 コーポレー ト・スチュワー ドシップ」
という言葉が,環 境経済学の領域で しば しば使われる。これは企業が環境保全
に市民的な立場から説明責任を果た しつつ,自 社の環境負荷を計画的に削減す
る活動を積極的に行 っていくことを指 している。
(4)ナ ショナル ・トラス トは市民の募金に依存する単なる自然保護思想の啓蒙団
体や募金をもとに一時的にボランティアによる環境の監視や修復を行 う団体で
はない。造成された基金 と土地信託組織としての信用をもとに,環 境保全を要
する土地を,買 収や市民からの寄贈 ・遺贈によって取得 し,恒 常的に修復 ・保
全 しつつ,次 世代以降に継承する組織である。また,そ うした土地や付帯建造
物を観光施設として有料で市民に開放 し,ま た,そ こでギフ ト・ショップやレ
ス トランなどの経営 も行い雇用と基金を造成する非営利組織でもある。さらに
トラス ト保有地を借 り受ける農業的土地利用者にとっては環境保全志向の強い
地主であり,保 有地内で釣 りを楽 しむ遊漁者にとっては魚類資源と漁場保全志
向の強い管理釣 り場運営者でもある。
なお,ナ ショナル ・トラス トの成立について若干付言する。古典派経済学者
のジョン・スチュワー ト・ミルは 『経済学原理」(1848年)の 中で 「入会地の
保存(commonspreservation)」 の必要性を説いた。彼の貢献は,経 済学の
テキス ト中で独自の土地 ・環境倫理に即 して入会地と野生動植物の保存が必要
であると主張 しただけではなく,実 際にリーダーの一人として晩年,入 会地保
存の実践運動に主体的に携わった点にある。この運動に参加 してミルの思想を
継承 した弁護士のロバー ト・ハンター,'牧 師のキャノン・ローンズリー,女 性
社会活動家のオクタヴィア ・ヒルが,ミ ルの死後から約20年 後の1895年 に,
現在でも英国最大の自然保護団体であるナショナル ・トラス トを設立 した。
(5)ナ ロー ・ボー トというのは,自 転車より速度の遅いエンジンを搭載 した,10
メー トル前後の細長い屋根付きの宿泊可能なボー トのことを言 う。 このボー ト
の中に住みなが ら英国中の河川 ・運河を利用 して旅することがレジャーとして
普及 している。産業革命で発達した運河網を利用する際に,水 位差がある運河
の接続点では旧来からの水位調節設備を稼働させて,様 々な地域へ旅行できる
ように工夫されている。 このナロー ・ボー トを所有 し,あ るいは借 り受けて,
夏期休暇に各地の運河をめぐり,船 の中で寝泊まりして,半 ば放浪 して暮 らす







Assembly(ゾ 肱`θs(2000),p.165を 参 照 され た い 。
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